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公取協通信 
 

 
＜１１月１０日付 国土交通省不動産業課長通知＞ 
 

  

「おとり広告の禁止に関する注意喚起」が国土交通省から発出されました 

公益社団法人 

首都圏不動産公正取引協議会 
Real Estate Fair Trade Council 
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【 違約金課徴 】 

1１月度、次の２社に「違約金課徴」の措置を講じました。 
これら２社は、不動産情報サイト9サイト※への広告掲載が原則として1か月以上停止となります。 

A社 東京都知事免許（8） 
措置︓違約金課徴 
対象広告︓ポータルサイト 
対象物件︓賃貸住宅10物件 

1 おとり広告（契約済み） 
広告掲載後に契約済みとなったにもかかわらず、長いもので1年6か月

以上、短いものでも1か月半以上継続して広告（8件） 
2 「礼金0円」、「敷金0円」、「礼金0円・敷金0円」 ➡ いずれも月額賃料
の１か月分要する（3件） 

3 家賃保証会社との契約を必要とする旨及び保証料を不記載（10件） 
4 住宅保険への加入を要する旨不記載（10件） 
5 鍵交換費用等の諸費用不記載（9件） 
6 「バイク駐輪場付」 ➡ バイク駐輪場はない（1件） 

B社 東京都知事免許（5） 
措置︓違約金課徴 
対象広告︓ホームページ 
対象物件︓賃貸住宅3物件 

1 おとり広告（契約済み） 
広告掲載後に契約済みとなったにもかかわらず、長いもので4年3か月

以上、短いものでも2年8か月以上広告（3件） 
2 「築年月 2006年1月」 ➡ 1968年3月（1件） 
3 住宅保険への加入を必要とする旨、情報登録日又は直前の更新日
及び次回の更新予定日不記載（3件） 

4 「取引態様 一般」 ➡ 媒介である旨不記載（1 件） 
※掲載停止対象サイト︓「at home」、「健美家」、「スマイティ」、「SUUMO」、「CHINTAI」、「ハトマークサイト」、「ヤフー不動産」、

「LIFULL HOMEʻS」、「ラビーネット不動産」 
 
 
 
【 警告以下の措置 】 

11月度、警告以下の措置を講じたのは、40社でした。 このうち、2社の警告事案をご紹介します。 

C社 東京都知事免許（1） 
措置︓警告 
対象広告︓ポータルサイト 
対象物件︓賃貸住宅3物件 

1 おとり広告（契約済み） 
広告掲載後に契約済みとなったにもかかわらず、長いもので１か月以上

短いもので17日間広告（2件） 
2 「専有面積 19.87㎡」 ➡ 19.66㎡（1件） 
3 「保証会社 加入要 保証会社利用料︓初回月額総賃料の１００％」   

➡ ２年目以降1年毎の保証料及び支払委託手数料不記載（３件） 
4 ルームクリーニング費用不記載（１件） 
※ ホームページにおいて自ら訂正広告を実施 

D社 神奈川県知事免許（7） 
措置︓警告 
対象広告︓ポータルサイト 
対象物件︓賃貸住宅3物件 

1 おとり広告（契約済み） 
広告掲載後に契約済みとなったにもかかわらず、長いもので1か月半以

上、短いもので24日間広告（3件） 
2 「保証会社 －」 ➡ 保証会社の利用が必須であり、保証料不記載(3件) 
3 鍵交換費用等の諸費用不記載（3件） 
※ ホームページにおいて自ら訂正広告を実施 

 
 
 

1１月度の措置 
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会議等（○：主催 ●：外部主催） 
開催日 会 議 等 開催場所 

11月6日 

● 不動産公正取引協議会連合会 第18回通常総会 
＜種橋会長・牧山会長代行副会長・小田桐会長代

行副会長・専務理事が出席＞ 
（WEB開催） 

● 不動産公正取引協議会連合会 第2回理事会 
＜種橋会長・牧山会長代行副会長・小田桐会長代

行副会長・専務理事が出席＞ 

12日 ○ ポータルサイト広告適正化部会ワーキンググループ （WEB開催） 

19日 ○ 調査指導委員会・事情聴取会（第1小委員会） 当協議会、主婦会館（オンライン会場） 

24日 ○ 第5回理事会 ホテルメトロポリタンエドモント（千代田区） 

26日 ○ ポータルサイト広告適正化部会ワーキンググループ （WEB開催） 

 
 

公正競争規約研修会 
会員団体等が主催する公正競争規約研修会（計5回）に講師として当協議会職員を派遣しました。 

開催日 主催者 対象者（参加者数） 開催場所 

11月2日 (一社)不動産流通経営協会 会員（22名） 日本教育会館（千代田区） 

9日 (公社)東京都宅地建物取引業協会 立川支部 会員（45名） WEB 開催（立川市） 

11日 大林新星和不動産(株) 社員（49名） 連合会館（千代田区） 

16日 (一社)全国住宅産業協会 会員（44名） 主婦会館（千代田区） 

26日 東急リバブル(株) 社員（169名） WEB開催（渋谷区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1１月の主な業務概況 
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公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会（https://www.sfkoutori.or.jp） 

東京都千代田区麹町1-3 ニッセイ半蔵門ビル3階（〒102-0083） TEL：03（3261）3811 

〈 本通信の内容は、転載可能です。転載の際には、出典を明らかにしてご利用ください 〉 

例：「首都圏不動産公正取引協議会発行【公取協通信第○○号】より引用」 

Ｑ＆Ａ 

バスの所要時間とバス停から物件までの徒歩所要時間を記載する場合、循環バスのように行きと帰
りで異なる場合、どちらのルートを記載したらよいでしょうか︖ 

Ａ． 例えば、下記のようなルート（Ａ駅から物件まではバス5分、物件からＡ駅まではバス13分）であるのに、「Ａ
駅バス5分停歩2分」とのみ表示した場合には、物件からＡ駅に向かう場合もバス5分であると誤認する不当表
示となるおそれがあります。 

このような場合には、両方の時間を併記するか、併記できない場合には、朝の通勤時の所要時間である物件
からＡ駅までの所要時間（バス13分停歩2分）を記載してください。 

なお、ここで紹介したケースは時間が倍以上違うものですが、この時間が異なる程度について「〇分以内なら
許容範囲」との運用はしていませんのでご注意ください。 

Q 

物 件  Ａ 駅  

バス 5 分 

バス 13 分 

バス停 徒歩 2 分 

https://www.sfkoutori.or.jp/

